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謹啓

時下益々御清栄の事とお慶び申し上げます。また、日頃はお世話になり有難く感謝申し上げます。

さて、私事ではありますが、12月 26日〆切の「栃木県行財政改革大綱」に付き、別紙の通りの「パ
ブリックコメント」を、12 月 23 日に栃木県総務部行政改革推進室に提出させて頂きましたので、御
参考までに送らせて頂きます。御高覧、御批判賜れば幸いです。

企業家精神ですべての県予算項目を見直せば、必ずや質を低下させずに県民への行政サービスが可

能であるし、実務上新規参入の可能性が極めて限られる問題の多い指定者制度や予定価格に対する落

札率の高い入札制度の改革なくしては栃木県の行財政改革は進まないと考え、３点に絞り提言させて

頂いたものです。

よろしくお願い申し上げます。

敬具


